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空き家の状況①～空き家数の推移と種類別内訳～

空き家の総数は、この２０年で倍増

空き家のうち「賃貸用又は売却用」の増加率は減少しているが、「その他の住宅」の増加率は増大

空家の種類別の内訳では、「賃貸用の住宅」（413万戸）が最も多く、次に「その他の住宅」（268万戸）と
なっており、その内訳では「一戸建（木造）」（173万戸）が最多
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【参考】二次的住宅：別荘及びその他（たまに寝泊まりする人がいる住宅）
賃貸又は売却用の住宅 新築 中古を問わず 賃貸又は売却のために空き家にな ている住宅
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賃貸又は売却用の住宅：新築・中古を問わず、賃貸又は売却のために空き家になっている住宅
その他の住宅：上記の他に人が住んでいない住宅で、例えば、転勤・入院等のため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建替え等のために取り壊す

ことになっている住宅等

（出典）国土交通省資料



空き家の状況②～空き家率の推移～

空き家率※の全国平均は13.1％（H15年度と比較して0.9ポイント上昇）

H20年度の空き家率が最も高いのは山梨県で20.3％、最も低いのは沖縄県で10.3％

H15年度と比較して空き家率、空き家数がともに最も増加したのは島根県（空き家率3.8ポイント増、空き家数1.40倍）

次いで、空き家率が増加した都道府県は、岩手県、長野県、山口県、福岡県が同値の2.6ポイント増

25.0800
（千戸） （％）

H15年度と比較して空き家率が改善されたのは愛知県・三重県・大阪府
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（出典）平成１５年住宅・土地統計調査、平成20年住宅・土地統計調査（総務省）

（※）空き家率；「居住世帯の無い住宅の総数」から「一時現在者のみ」及び「建築中」を除いた数を「住宅総数」で割った値



空き家の状況③～一戸建住宅の空き家率の推移～

都市部に比べて地方部の一戸建住宅の空き家率が増加傾向

（千戸）

一戸建住宅の空き家率をみると、首都圏、愛知県、大阪府、京都府、兵庫県、福岡県などの都市部よりも地方部で、
平成15年から平成20年にかけて空き家率が大幅に増加
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空き家の状況④～建て方別・空き家の内訳～

空き家のうち「その他の住宅」の割合は、一戸建では７割強を占めるが、長屋・共同住宅等では２割弱

一戸建、長屋・共同住宅等ともに、Ｈ15からＨ20にかけて「その他の住宅」が増加し、空き家総数も増加

3.5 3.8 4.4
5.0

2.2 2.4

62 9

15.2 17.2 15.7 18.8 14.6 15.1

7,000,000

8,000,000

9,000,000

10,000,000

70%

80%

90%

100% （戸）

その他の住宅

売却用の住宅

76.2 76.3 75.3 73.6
77.3 79.6

67.8 72.4
62.9 68.9 70.2 74.1

4,000,000

5,000,000

6,000,000

, ,

40%

50%

60% 賃貸用の住宅

二次的住宅:その他

二次的住宅:別荘

空き家総数

7.9 7.5 4.3 4.1 9.7 9.2
2.0 1.1 1.3 0.9 2.9 1.3

4.8 3.3 5.9 4.0
4.3 3.0

3.1 1.7 3.3 1.7 2.9 1.6

12.6 10.5 14.8
12.2

11.5 9.7

6.9
6.3

12.1
10.9 4.3

3.9

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

0%

10%

20%

30% 空き家総数

【備考】
圏域については次の通り

H15 H20 H15 H20 H15 H20 H15 H20 H15 H20 H15 H20

全国 ３大都市圏 その他地域 全国 ３大都市圏 その他地域

一戸建 長屋・共同住宅等
＜参考＞借家の建て方別所有区分

圏域については次の通り。
・３大都市圏：さいたま市，千葉市、東京都特別区部、横浜市、川崎市、名古屋市、京都市、大阪市、堺市、神戸市
・その他地域：上記を除く地域
空き家の種類については以下の通り。
・二次的住宅

別荘：週末や休暇時に避暑・避寒・保養などの目的で使用される住宅で，ふだんは人が住んでいない住宅
その他：ふだん住んでいる住宅とは別に，残業で遅くなったときに寝泊まりするなど,たまに寝泊まりしている人がいる住宅
賃貸用の住宅：新築 中古を問わず 賃貸のために空き家になっている住宅

　　　　（総務省「住宅・土地統計調査（H15）」）

一戸建 長屋建

共同住宅

(木造)

共同住宅

(非木造)

民営借家（専用住宅）

総数（戸） 1,779,500 627,000 2,509,300 7,458,300

個人所有の割合（％） 95.5 93.9 90.7 79.1

法人所有の割合（％） 4 5 6 1 9 3 20 9
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・賃貸用の住宅：新築・中古を問わず，賃貸のために空き家になっている住宅
・売却用の住宅：新築・中古を問わず，売却のために空き家になっている住宅
・その他の住宅：上記以外の人が住んでいない住宅で，例えば，転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建て替えなどのために取り壊すことになっている住宅など

（注：空き家の区分の判断が困難な住宅を含む。）

（出典）総務省「住宅・土地統計調査」

法人所有の割合（％） 4.5 6.1 9.3 20.9



空き家の状況⑤～都道府県別・空き家の内訳～

地方部ではその他の住宅の割合が高く、特に中国・四国・九州に集中

その他住宅の比率が高い都道府県の上位は、島根県（60.2％）、鹿児島県（57.7％）、岡山県（52.5％）

賃貸用住宅の比率が高い都道府県の上位は、東京都（65.5％）、宮城県（64.4％）、北海道（64.0％）

二次的住宅は少ないが、長野県（23.9％）・静岡県（22.5％）・山梨県（20.0％）の3県は20％以上

80%

90%

100%

40%

50%

60%

70%

10%

20%

30%

40%

0%
北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

全
国

二次的住宅 賃貸用の住宅 売却用の住宅 その他の住宅二次的住宅 賃貸用の住宅 売却用の住宅 その他の住宅

（出典）平成20年住宅・土地統計調査（総務省）

【参考】二次的住宅：別荘及びその他（たまに寝泊まりする人がいる住宅）
賃貸用の住宅：新築・中古を問わず、賃貸のために空き家になっている住宅
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売却用の住宅：新築・中古を問わず、売却のために空き家になっている住宅
その他の住宅：上記の他に人が住んでいない住宅で、例えば、転勤・入院等のため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建替え等のために取り壊す

ことになっている住宅等



空き家による周辺への悪影響

空き家による外部不経済は、防災・防犯、衛生、景観など多岐にわたり、一様でない。

【想定される問題の例】
防災性の低下

倒壊、崩壊、屋根・外壁の落下
風景 景観の悪化

管理水準の低下した空き家や空き店舗の周辺への影響

火災発生のおそれ

防犯性の低下
犯罪の誘発

ごみの不法投棄

防災や防犯機能の低下

風景・景観の悪化

み 不法投棄
衛生の悪化、悪臭の発生

蚊、蝿、ねずみ、野良猫の発生、集中

風景、景観の悪化
その他

火災の発生を誘発

ゴミなどの不法投棄等を誘発

その他
樹枝の越境、雑草の繁茂、落ち葉の飛散 等

その他

悪臭の発生

0 50 100 150 200 250 300 350

※国土交通省による全国1,804全市区町村を対象とする
アンケ ト（H21 1）結果 回答率は６７％

（件）

アンケート（H21.1）結果。回答率は６７％
※上記の件数は、複数回答によるもの
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（出典）国土交通省資料



地方公共団体の条例による規制措置の例

全国２１１以上の地方公共団体※で、空き家等の適正管理に関する条例が制定・施行されている。
※ 国土交通省による都道府県への聞き取り調査結果（平成25年4月）。平成25年4月1日時点で施行済みのもの。

契 機 条例の制定事例

処分等の内容（H25.１時点）

勧
告

命
令

公
表

罰
則

代
執
行告 令 表 則 行

放置空き家

全般
空き家の放置による外壁落下や倒壊事故、犯
罪、火災発生を防止

所沢市空き家等の適正管理に関する条例
（H22.10.1施行）

● ● ○

生活・ ゴミ屋敷など 周辺の生活環境阻害状態の解 下仁田町環境美化条例生活

環境保全
ゴミ屋敷など、周辺の生活環境阻害状態の解
消や防止

下仁田町環境美化条例
（H17.10.1施行）

● ● ○

火災予防 火災の発生防止、空き家への侵入防止
ふじみ野市空き家等の適正管理に関する条例
（H23.4.1施行）

○ ○ ○

景観保全
廃屋など地域の景観形成に著しく支障がある
建築物等の除去など、景観支障状態の解消と
防止

和歌山県建築物等の外観の維持保全及び景観
支障状態の制限に関する条例（H24.1.1施行）

○ ○

突風等による
突風等による老朽家屋 空き家の外壁等の落 足立区老朽家屋等の適正管理に関する条例

外壁落下、

倒壊防止

突風等による老朽家屋、空き家の外壁等の落
下、倒壊事故などの防止

足立区老朽家屋等の適正管理に関する条例
（H23.11.1施行）

●

防 犯
都市環境健全化の促進と防犯性の高いまち
づくり（空き家への不審者の侵入防止等）

新潟市犯罪のない安心・安全なまちづくり条例
（H19 4 1施行）

○ ○ ○

の推進
（H19.4.1施行）

豪雪による

倒壊防止
豪雪による雪・氷の落下事故、倒壊事故の防止

大仙市空き家等の適正管理に関する条例
（H24.1.1施行）

● ● ○ ●

まちなか 松江市空き家を生かした魅力あるまちづくり及

8
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まちなか

居住
魅力あるまちづくりとまちなか居住の促進（空き
家の適正管理も含む）

松江市空き家を生かした魅力あるまちづくり及
びまちなか居住促進の推進に関する条例
（H23.10.1施行）

○ ○ ○ ○

○：条例に規定されている処分等、●：実績あり
（出典）国土交通省資料



空き家バンクの事例

空き家バンクＨＰの例 ～山梨県山梨市～ 【参考】山梨市の「空き家バンク」成約物件数

賃貸 売却
売却また
は賃貸

H18 2

H19 10 8

H20 7 1

空き家 ンクＨＰの例 山梨県山梨市

H21 8 6 3

H22 2 3

H23 5 3

H24 5

H25（8月末
1

時点）
1

▼「空き家バンク」登録カードの例

9
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（出典）山梨市ＨＰ



持家居住者（首都圏）の12.7％は、所有する住宅を賃貸した（している）経験ありと回答

持家所有者の住宅を賃貸した経験の有無

賃貸経験ありと回答した者のうち、住替えにあたって従前住宅を賃貸した場合（①及び②）が18.4％、セ
カンドハウスや相続した住宅等を賃貸した場合（⑤及び⑥）が54.2％

＜これまでの賃貸経験の有無＞ ＜これまでに賃貸した（している）住宅＞

9.5 

0.0  10.0  20.0  30.0  40.0 

①住替えにあたり、前の住まいを貸していた

（％）

12.7  87.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1500）

8.9 

11.6 

17 9

②住替えにあたり、前の住まいを貸している

③前の住まいを貸したことがある（住替え前に一

時的に貸したことがある場合）

④現在の住まいを貸したことがある

5.7 

6.7 

13 0

94.3 

93.3 

87 0

３０代（N=300）

４０代（N=300）

５０代（N=300）

従前住宅を賃貸 18.4%

17.9 

18.9 

35.3 

④現在の住まいを貸したことがある

⑤現在のお住まい以外に所有する住宅（※）を

貸していた

⑥現在のお住まい以外に所有する住宅（※）を

貸している

貸したことがある（または貸している）（ ）

13.0 

20.0 

18.0 

87.0 

80.0 

82.0 

５０代（N=300）

６０代（N=300）

７０代以上（N=300）

貸したことがある（または貸している）(N 190) 貸したことはない(N 1310)

ｾｶﾝﾄﾞﾊｳｽ
・相続した
住宅等を
賃貸54.2%

【備考】
インターネット調査。調査対象者：首都圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県） 、名古屋圏（岐阜県、愛知県、三重県）、近畿圏（京都府、大阪府、兵庫県）の持家戸建
住宅 分譲マンシ ンに居住している30歳以上の世帯主

（複数回答）
※ 別荘などのセカンドハウス・相続した住宅等。

貸したことがある（または貸している）（N=190）貸したことがある（または貸している）(N=190) 貸したことはない(N=1310)

住宅、分譲マンションに居住している30歳以上の世帯主

（出典）国土交通省住宅局住宅総合整備課「定期建物賃貸借制度に関する活用方策等の検討調査報告書（H25.3）」
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これまでに所有してきた住宅を賃貸した理由

賃貸した理由は、売却を考えることなく、空き家にするよりはよいと考えたから

これまでに所有する住宅を賃貸した（している）理由として、住替えにあたって前の住まいを賃貸した場合、セカンドハ
ウスや相続した住宅等を賃貸した場合ともに「空家にするよりはよいと考えたから（売却は考えなかった）」が第1位

前の住まいの場合は「売却も考えた」や「売却よりも賃貸するメリットがあったから」との回答が22.9％

セカンドハウスや相続した住宅等の場合は「老後の収入源を確保したか た」が25 2％

51.4 
32.0 

0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0  70.0  80.0 

空家にするよりはよいと考えたから（売却は考えなかった）

（％）

セカンドハウスや相続した住宅等の場合は「老後の収入源を確保したかった」が25.2％

22.9 

22.9 

0.0 

11.7 

13.6 

1.9 

空家にするよりはよいと考えたから（売却も考えた）

売却よりも賃貸するメリットがあったから

知人や近所で賃貸運用している人がうまくいっている様子だったから

前にお住ま の住宅を5.7 

8.6 

17.1 

5.8 

25.2 

17.5 

不動産業者等から勧められたから

老後の収入源を確保したかったから

家賃収入を住宅ローンの返済にあてようと考えたから

前にお住まいの住宅を

賃貸した場合 全体
(N=35)

現在のお住まい以外に
2.9 

21.4 

7.8 

自宅の建て替え・リフォームの予定があり、良い機会だと思ったから

投資目的で購入した住宅だったから

住宅の相続にあたり、相続税対策になると考えたから

現在のお住ま 以外

所有する住宅を賃貸した

場合 全体(N=103)

0.0 
11.7 その他

【備考】
インターネット調査
調査対象者：持家戸建住宅、分譲マンションに居住している30歳以上の世帯主
調査対象地域：首都圏（埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県） 名古屋圏（岐阜県 愛知県 三重県） 近畿圏（京都府 大阪府 兵庫県）

11
Copyright (C) 2013  Value Management Institute, Inc. All Rights Reserved.

調査対象地域：首都圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県） 、名古屋圏（岐阜県、愛知県、三重県）、近畿圏（京都府、大阪府、兵庫県）
複数回答。「前の住まい」「現在の住まい」「現在の住まい以外に所有する住宅」のそれぞれについて、賃貸した（または賃貸している）と回答した者を対象に集計している。
現在のお住まい以外に所有する住宅とは、別荘などのセカンドハウス・相続した住宅等。

（出典）国土交通省住宅局住宅総合整備課「定期建物賃貸借制度に関する活用方策等の検討調査報告書（H25.3）」



これまでに所有してきた住宅を賃貸しなかった理由

賃貸しなかった理由は、一度貸し出すと返してもらうのが大変だと思ったから

0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0  70.0  80.0  （％）

賃貸しなかった理由の第1位をみると、前の住まいを賃貸しなかった場合は「売却した方がメリットがあったから」、別荘な
どセカンドハウスや相続した住宅等の場合は「利用していたから」、現在の住まいの場合は「貸す必要性が生じなかった
から」。第2位は、何れの住宅の場合も「一度貸し出すと返してもらうのが大変だと思ったから」

11.5 

6.3 

7.9 

8 6

28.0 

5.0 

10.0 

12.1 

3.5 

5.4 

一度貸し出すと、返してもらうのが大変だと思ったから

敷金の清算や入居者の退去に手間取りそうだったから

入居者のマナーや家賃滞納の対応が大変そうだったから

（ ）

前にお住まいの住宅を賃貸しな

かった場合 全体(N=442)

現在のお住まい以外に所有する

賃貸後に関する
理由

8.6 

6.1 

2.3 

4.8 

4.0 

14.0 

15.0 

9.0 

5.4 

5.9 

3.3 

3 4

家賃収入に対して維持管理費の負担が大きいと思ったから

契約手続きが面倒そうだったから

家財道具一式を搬出することが手間だったから

貸し出すには相応のリフォームが必要だったから

現在のお住まい以外に所有する

住宅を賃貸しなかった場合 全

体(N=100)

現在のお住まいを賃貸しなかっ

た場合 全体(N=1466)

0.5 

1.6 

1.1 

9 5

2.0 

4.0 

7.0 

3.4 

0.1 

1.4 

1.3 

一度賃貸に出したが借り手が見つからなかったから

希望の条件では、借り手がつかないと思ったから

家族（または親族）の同意が得られなかったから

自分の家に他人が入居することに抵抗感があ たから

賃貸前の準備や
条件等に関する

理由

9.5 

44.1 

6.8 

19.0 

4.0 

2.0 

10.7 

9.1 

自分の家に他人が入居することに抵抗感があったから

売却した方がメリットがあったから

売却を勧められたから

売却するつもりだったから

【備考】
インターネット調査
調査対象者：持家戸建住宅、分譲マンションに居住している30歳以上の世帯主
調査対象地域：首都圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県） 、名古屋圏（岐阜
県、愛知県、三重県）、近畿圏（京都府、大阪府、兵庫県）
複数回答。

5.9 

1.1 

7.0 

21.0 

35.0 

引き続き利用するつもりだった/利用する予定があったから

将来相続させるつもりだったから

利用していたから

親族で居住者がいたから

「前の住まい」「現在の住まい」「現在の住まい以外に所有する住宅」のそれぞれに
ついて、賃貸したことはないと回答した者を対象に集計している。なお、「現在の住ま
い以外に所有する住宅」の場合は現在住まい以外に所有する住宅がある場合を対
象としている。現在のお住まい以外に所有する住宅とは、別荘などのセカンド
ハウス・相続した住宅等。

（出典）
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17.9 9.0 

72.4 

4.9 

親族で居住者がいたから

貸す必要性が生じなかったから

その他

国土交通省住宅局住宅総合整備課「定期建物賃貸借制度に関する活用方策等
の検討調査報告書（H25.3）」



所有する別荘やセカンドハウスの利用状況をみると、利用していない場合が2割程度

所有する別荘やセカンドハウス、相続した住宅の利用状況

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

相続した住宅の利用状況をみると「住んでいない」との回答も約1割

12.9

16.4

2.3

2.5

3.8

4.8

1.0

1.1

23.4

20.2

34.0

34.2

20.7

18.9

総計

(N=3,099)

３大都市圏

(N=1,715)

＜現在の居住地別所有する
別荘やセカンドハウスの利
用状況＞

8.5 2.0
2.5
0.9 27.3 33.7 22.9

その他地域

(N=1,384)

週末や休暇を過ごすための住宅として利用している

勤務地などの近くの日常生活の拠点となる住宅として利用している

季節によって拠点となる住宅として利用している

在宅勤務などにより利用している住宅として利用している

親族が日常的に利用している

その他（人に賃借している、事業用に利用しているなど）

利用していない

86.6 1.4 9.7 2.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総計

(N=11,525)

３大都市圏

＜現在の居住地別相続し
た住宅の利用状況＞

82.4

89.3

1.9

1.0

12.4

8.0

3.3

1.7

３大都市圏

(N=4,576)

その他地域

(N=6,949)

相続した家に住んでいる
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相続した家に住んでいないが、別荘・セカンドハウスとして活用している

相続した家はあるが、住んでいない

相続した家を貸している （出典）国土交通省「住生活総合調査（Ｈ20）」



相続する可能性のある住宅の立地

３大都市圏では、相続する可能性のある住宅が、「現住所と同じ市区町村（37.8％） 」と同程度の割合で

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総計

「他の都道府県（36.4％） 」に立地

49.4

37.8

21.9

22.1

25.2

36.4

3.5

3.6

総計

(N=14,955)

３大都市圏

(N=7,956)

62.6 21.7 12.4 3.3
その他地域

(N=6,999)

現住所と同じ 同じ都道府県の 他の都道府県 不明

市区町村 他の市区町村

＜参考＞ 0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

現在の居住地別相続する可能性のあ
る住宅の活用方法 8.6

6.8

0.5

0.5

2.9

3.3

5.3

5.8

2.1

2.4

10.6

11.9

58.2

56.6

11.8

12.7

総計

(N=49,804)

３大都市圏

(N=25,890)

10.5
0.4

2.6 4.8 1.8 9.2 59.9 10.8
その他地域

(N=23,914)

相続し、その家に住む 相続し、別荘・セカンドハウスとして活用する

相続するが、その家には住まない 相続するが、その家に住むかどうかはわからない
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（出典）国土交通省「住生活総合調査（Ｈ20）」

相続するつもりはない 相続するかどうかはわからない

相続する家はない 不明



住替え後の従前住宅の売却状況

住替え（住宅購入）にあたって従前住宅を保有し、それを貸している世帯は全体の約1割

69 0 9 9 9 1 10 3 1 7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2012年度
売却した

69.0

74.1

64.6

9.9

7.9

12.4

9.1

10.2

10.2

10.3

5.1

9.7

1.7

2.8

3.1

年度

(N=242)

2011年度

(N=216)

2010年度

(N=225)

現在も保有しており、セカンドハウス等

として自分で利用している

現在も保有しているが、人（親族含む）

に貸している

66.4

69.4

13.0

7.5

9.5

10.4

9.5

10.1

1.6

2.6

( )

2009年度

(N=253)

2008年度

(N=268)

その他

無回答

【備考】
調査対象は、首都圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）で調査年度の前年度に購入した住宅の引き渡しを受けた世帯。
上図はそのうち従前住宅が自己所有住宅であった世帯を対象に集計している。

（出典）一般社団法人不動産流通経営協会「不動産流通業に関する消費者動向調査」
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持家所有者における今後の賃貸意向と賃貸する場合の条件

住替え予定がある場合でも賃貸するかは条件次第 条件次第では貸したいと考える場合の条件
住替えの予定（または意向）がある場合※は「条件次第で現在
の住まいを貸したい」の占める割合が高く見られる。

「住替える予定がある」場合は「貸そうと考えている」も17.5％

条件次第 貸し 考 場合 条件
は安定した賃料収入が見込めること
（76.2％）

現在の住まいを賃貸したいと考える場合は、他
と比べて「返してもらう時期が見込める」との回答※「住替える予定がある」または「住替えたいと思っており 今後具体的に検討したい」

現在の住まいを貸そうと考えている

と比べて「返してもらう時期が見込める」との回答
が多く24.7％

全体(N=319)

※「住替える予定がある」または「住替えたいと思っており、今後具体的に検討したい」
または「転勤等で一時的な住替えの予定がある（ありそうだ）」と回答した場合

＜今後の賃貸意向・予定＞ ＜賃貸する場合の条件＞

現在の住まい以外で所有している住宅を貸そうと考えている

現在の住まいおよびそれ以外に所有している住宅を貸そうと考えている

今のところ考えていないが、条件次第では現在の住まいを貸したい

今のところ考えていないが、条件次第では現在の住まい以外で所有している住宅を貸したい

今のところ考えていないが、条件次第では現在の住まいおよびそれ以外で所有している住宅を貸したい
0.0  20.0  40.0  60.0  80.0  100.0  （％）

全体(N=319)

今のところ考えていないが、条件次第では現在の住まいを貸したい(N=271)

今のところ考えていないが、条件次第では現在の住まい以外で所有している住宅を貸したい(N=18)

今のところ考えていないが、条件次第では現在の住まいおよびそれ以外で所有している住宅を貸したい(N=30)

1.5 

15.9 

1.1 

1.6 

0.1 

0.0 

18.1 

39.7 

1.2 

1.6 

2.0 

0.0 

76.0 

41.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1500）

住替える予定がある（N=63）

貸さない
23.5 

76.2 

11.0 

24.7 

77.9 

9.6 

16.7 

55.6 

16 7

16.7 

73.3 

返してもらう時期が見込める場合

安定した賃料収入が見込める場合

入居者が親族や知人の場合

6.4 

0.0 

0.4 

1.4 

5.9 

1.0 

0.0 

2.9 

0.1 

56.7 

64.7 

11.2 

1.4 

2.9 

1.1 

3.5 

2.9 

1.9 

30.5 

20.6 

84.4 

住替えたいと思っており、今後具体的に

検討したい（N=141）
転勤等で一時的な住替えの予定がある

（ありそうだ）（N=34）
住替える予定はない（今の住まいに住み

続ける予定だ）（N=1133）

45.8 

2.2 

44.3 

2.2 

16.7 

50.0 

5.6 

20.0 

56.7 

0.0 

管理等の手間が自身にはかからない場合

その他

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

12.0 

16.2 

1.1 

0.0 

1.1 

5.4 

85.9 

78.4 

建替えて住み続ける予定だ（N=92）

その他（N=37）

【備考】
インターネット調査
調査対象者：持家戸建住宅 分譲マンションに居住している30歳以上の世帯主
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調査対象者：持家戸建住宅、分譲マンションに居住している30歳以上の世帯主
調査対象地域：首都圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県） 、名古屋圏（岐阜県、愛知県、三重県）、近畿圏（京都府、大阪府、兵庫県）

（出典）国土交通省住宅局住宅総合整備課「定期建物賃貸借制度に関する活用方策等の検討調査報告書（H25.3）」



今後の住まい方の意向①～立地に関する今後の住まい方の意向～

他の世代に比べて、３０歳未満の世代では「特にこだわらない」、高齢世代では「田園・リゾート地」への居歳
住ニーズがやや高い

今後の住まいの意向として、立地に関しては特にこだわらないが最も多いが、次いで「郊外」（26.1％）、「街なかや都
市の中心部」（20％）が上位

世代別にみると 50歳代 60歳代では「田園 リゾ ト地」 若い世代では「街なかや都市の中心部」がやや多く見られ

20.0 26.1 7.7 5.5 29.3 11.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総計

(N 49 804)

世代別にみると、50歳代、60歳代では「田園・リゾート地」、若い世代では「街なかや都市の中心部」がやや多く見られ、
３０歳未満では「特にこだわらない」が最も多い。

20.0

23.7

16 1

26.1

24.9

27 4

7.7

6.5

9 1

5.5

5.4

5 6

29.3

26.6

32 3

11.3

12.9

9 5

(N=49,804)

３大都市圏

(N=25,890)

その他地域
16.1 27.4 9.1 5.6 32.3 9.5

(N=23,914)

22.8 22.3 4.3 7.5 35.6 7.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

30歳未満

(N=2 389)

22.2

22.2

28.2

29.3

5.9

7.3

8.4

6.7

29.8

27.9

5.5

6.7

(N=2,389)

30～39歳
(N=6,555)

40～49歳
(N=8,210)

20.5

19.8

28.6

28.0

8.8

9.9

5.2

4.8

29.5

28.1

7.4

9.5

50～59歳
(N=10,488)

60歳以上

(N=21,326)
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街なかや

都市の中心部

郊外 田園・

リゾート地

その他 特にこだわらない 不明
（出典）国土交通省「住生活総合調査（Ｈ20）」



今後の住まい方の意向②～住宅の所有・建て方に関する今後の住まい方の意向～

今後の住まい方の意向としては、持家戸建が最も多いが、

現住宅が借家共同住宅の場合は持家以外で戸建を希望する者も1割強

今後の住まい方については、公的賃貸住宅居住者を除き、何れも「持家一戸建」が最も多いが、現在の住まいが民
営借家の場合は「借家」との回答も1割強。

在 住ま が 営借家共 住宅 場合 持家 外 建を希望する者が とな お 個 住宅 賃現在の住まいが民営借家共同住宅の場合は、持家以外で一戸建を希望する者が16.3％となっており、個人住宅の賃
貸化に想定される賃貸一戸建にも一定のニーズはあることがうかがわれる。

今後の住まい

56.4 5.0 3.8
0.9

0.2

2.5
1.1

0.2

2.9 3.0

1 2

13.2 10.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総計(N=49,804)

持家一戸建・長屋建
70.8

33.3

32 8

2.0

25.8

4 8

3.3

9.4

3.3

0.1

2 9

0.3

1.0

8 8

0.3

3 6

2.0

2.7

4 8

1.2

5.6

6 2

8.4

11.8

23 5

10.6

9.4

7 6

持家一戸建・長屋建
(N=30,858)

持家共同住宅(N=4,714)

民営借家一戸建・長屋建

現
在
の
住
ま

借家

32.8

40.9

26.5

4.8

1.5

3.9

2.7

2.1

2.9

6.8

1.6

8.8

2.8

5.9

3.6

3.6

3.0

4.8

9.5

4.6

6.2

1.8

6.8

23.5

19.2

28.7

7.6

9.2

15.4

(N=2,147)

民営借家共同住宅
(N=7,203)

公的賃貸住宅（N=3,263）

ま
い

16.3％

持家：一戸建住宅・長屋建住宅（テラスハウスなど） 持家：共同住宅（マンションなど） 持家：特にこだわらない

借家：一戸建住宅・長屋建住宅 借家：共同住宅 借家：特にこだわらない

特にこだわらない：一戸建住宅・長屋建住宅 特にこだわらない：共同住宅 特にこだわらない
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不明

【備考】
上図には、今後の住まい方として居住継続意向のある場合を含んでいる。

（出典）国土交通省「住生活総合調査（Ｈ20）」



（参考１）首都圏に居住する若者世代の住替え希望先住まい

住替え意向ありと回答した者の住替え希望先の住まいについてみると 若者世代は 賃貸住宅居住者の約50%が賃住替え意向ありと回答した者の住替え希望先の住まいについてみると、若者世代は、賃貸住宅居住者の約50%が賃
貸住宅への住替えを希望または予定している

持家居住者においても、20歳代については、賃貸住宅への住替え意向が他の世代よりも高く見られる

持家戸建派32.7％
（ 8 8）

分譲マンション派30.1％
（N 755）

賃貸住宅派35.1％
（N 880）

31.4 

60.4 

1.3 

1.6 

30.1 

18.2 

29.4 

13.3 

2.2 3.5 

2.6 

2.1 

3.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住替え意向あり合計(2505)

持家戸建全体合計(578)

（住替え先の住まい）

（現在の住まいと年齢）

戸建住宅（土地・建物とも

（N=818） （N=755） （N=880）

50.5 

52.7 

69.6 

65.5 

68.2 

58 1

3.6 

2.7 

1.2 

1 4

9.0 

17.3 

20.7 

19.0 

17.8 

29 7

31.5 

18.2 

5.4 

6.0 

6.5 

6 8

3.6 

2.2 

2.4 

3.7 

2.7 

3.6 

2.2 

4.8 

3.7 

2 7

持家戸建×２０～２４歳(111)

持家戸建×２５～２９歳(110)

持家戸建×３０～３４歳(92)

持家戸建×３５～３９歳(84)

持家戸建×４０～４４歳(107)

持家戸建×４５ ４９歳(74)

戸建住宅（土地 建物とも

に所有）

戸建住宅（土地は借地・建

物は所有）

58.1 

27.8 

12.5 

21.4 

33.6 

29 1

1.4 

3.3 

2.1 

29.7 

54.9 

50.0 

55.7 

53.4 

57 5

6.8 

11.1 

31.7 

19.8 

7.5 2.1 

3 7

2.7 

2.3 

3 0

持家戸建×４５～４９歳(74)

分譲マンション合計(772)

分譲マンション×２０～２４歳(120)

分譲マンション×２５～２９歳(131)

分譲マンション×３０～３４歳(146)

分譲マンション×３５～３９歳(134)

分譲マンション

民間賃貸住宅（賃貸マン

ション・アパート）

29.1 

36.1 

33.6 

19.2 

12.5 

14.1 

57.5 

57.4 

55.5 

19.6 

9.2 

19.3 

3.3 

49.7 

70.7 

58.3 

4.0 

3.3 

3.1 

3.7 

5.1 

3.6 

3.0 

2.5 

5.9 

2.7 

分譲マンション×３５ ３９歳(134)

分譲マンション×４０～４４歳(122)

分譲マンション×４５～４９歳(119)

賃貸住宅合計(1155)

賃貸住宅×２０～２４歳(184)

賃貸住宅×２５～２９歳(192)

民間賃貸住宅（戸建・長

屋）

公的賃貸住宅（ＵＲ賃貸

も含む）

【備考】

25.0 

23.9 

22.1 

16.9 

2.0 

1.4 

27.6 

21.3 

21.2 

18.0 

40.3 

44.2 

41.8 

44.4 

2.0 

4.1 

4.8 

6.7 

3.1 

3.6 

7.2 

12.4 

賃貸住宅×３０～３４歳(196)

賃貸住宅×３５～３９歳(197)

賃貸住宅×４０～４４歳(208)

賃貸住宅×４５～４９歳(178)

その他

19
Copyright (C) 2013  Value Management Institute, Inc. All Rights Reserved.

【備考】
インターネット調査
調査対象は、首都圏（一都三県）に居住する20 代～40 代の男女（世帯主に限らず）

（出典）一般社団法人不動産流通経営協会「若者世代の住替え意識調査」



（参考２）首都圏に居住するシニア・シルバー世代の住替え希望先住まい

高齢世代で住替え意向ありと回答した者の住替え希望先の住まいについてみると、賃貸住宅等居住者では、70 歳
代までは、4～5 割が持家取得の希望を持っているものの、50歳代では34.7％が民間賃貸住宅への住替えを希望し
ている。

50歳代、60歳代の賃貸住宅等居住者では民間賃貸住宅（戸建・長屋）との回答も7～8％を占める。歳代、 歳代の賃貸住宅等居住者では民間賃貸住宅（戸建 長屋）との回答も を占める。

60歳代以上の賃貸住宅等居住者では公的賃貸住宅との回答も2割以上を占める。

 高 齢 者 向
け賃貸分譲マンション 賃貸住宅 老人ホーム持家戸建 け賃貸

30.5

75.0

70.3

2.3

2.7

32.1

21.4

13.5

9.0

3.6

2.7 8.4 5.6

5.4

4.3

5.4

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(443)

持家戸建：50歳代(28)

持家戸建：60歳代(37)

戸建住宅（土地・建物ともに所
有）

戸建住宅（土地は借地・建物は
所有）

賃貸住

36.4

36.4

30.9

19.6

4.5

1.8

5.4

36.4

36.4

60.0

55.4

3.6

3.6

9.1

9.1

3.6

13.6

18.2

7.1
1.8

3.6

持家戸建て：70歳代(22)

持家戸建：80歳以上(11)

分譲マンション：50歳代(55)

分譲マンション：60歳代(56)

譲 歳

分譲マンション

民間賃貸住宅（賃貸マンション・
アパート）

民間賃貸住宅（戸建・長屋）

公的賃貸住宅（UR賃貸も含む）
6.3

12.5

26.7

20.6

25 6

3.1

1.3

2.9

43.8

12.5

26.7

16.2

16 3

26.7

14.7

14 0

8.0

7.4

2 3

9.3

23.5

20 9

12.5

25.0

7.4

16 3

21.9

12.5

4.4

2 3

6.3

37.5

1.5

2 3

分譲マンション：70歳代(32)

分譲マンション：80歳以上(8)

賃貸住宅等：50歳代(75)

賃貸住宅等：60歳代(68)

賃貸住宅等：70歳代(43)

公的賃貸住宅（UR賃貸も含む）

バリアフリー化された高齢者向
け賃貸住宅

バリアフリー化されたケアサービ
ス付きの高齢者向け賃貸住宅

有料老人ホーム

【備考】
インタ ネット調査

25.6 16.3

25.0

14.0

12.5

2.3 20.9

50.0

16.3

12.5

2.3 2.3賃貸住宅等：70歳代(43)

賃貸住宅等：80歳以上(8) その他
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インターネット調査
調査対象は、首都圏（一都三県）に居住する50 歳以上の男女（世帯主）

（出典）一般社団法人不動産流通経営協会「高齢期における住替え意向に関する把握調査報告書」



0% 25% 50% 75% 100%（３つの厳選こだわり）

（参考３）住替え先の住まいに求めるこだわり、費用がかかっても優先したいこだわり

住替え先の住まいに求めるこだわりにつ   賃貸住宅希望者（N=880） 
76.0 

63.4 

52.6 

24.0 

36.6 

47.4 

日当たりや通風がよいこと(258)

駅に近いこと(246)

希望のエリアであること(175)

いて、３つ選んだこだわりの上位は「日当
たりや通風がよいこと」、「駅に近いこと」、
「希望エリアであること」

３つ選んだこだわりの中で、 8割以上が多

上位３項目

50.6 

41.6 

55.8 

49.4 

58.4 

44.2 

商店街やスーパーが近いこと(166)

賃貸であること(137)

収納が充実していること(129)

少費用がかかってもこだわりを優先した
い項目は、「ペット可であること」、「耐震性
に優れていること」

82.9 

74.2 

51.9 

17.1 

25.8 

48.1 

耐震性に優れていること(123)

セキュリティがしっかりしていること(89)

都心などの中心部にアクセス

しやすいこと(77)

88.5 

55.8 

51.2 

11.5 

44.2 

48.8 

ペット可であること(52)

マンションであること(43)

世帯主の勤務先に近いこと(43)

多少費用がかかってもこだわりを優先したい
64.1 

56.3 

64.5 

35.9 

43.8 

35.5 

地盤に不安がないこと(39)

自然環境が豊かなこと(32)

車の他にバイクや自転車

がおけること(31)

 ８割以上が費用よりも優先したいと回答したこだわり 

５割以上が安さを優先したいと回答したこだわり 

※回答数の多い順20位までのこだわりを抽出

こだわりが実現できなくても利用の安さを優先したい

44.8 

53.8 

43.5 

55.2 

46.2 

56.5 

その他(29)

好みのデザインであること(26)

広いリビングがあること(23)

パート先など職場が近くにあること

【備考】
インターネット調査
調査対象は、首都圏（一都三県）に居住する20 代～40 代の男女（世帯主に限らず）

（出典） 般社団法人不動産流通経営協会「若者世代の住替え意識調査
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42.9 

52.6 

57.1 

47.4 

パート先など職場が近くにあること

（共働きしやすい）(21)

親の近くであること(19)

（出典）一般社団法人不動産流通経営協会「若者世代の住替え意識調査」



空き家の特徴（今後の議論等を踏まえて整理）

住宅の建て方別・地域別に、空き家が多い住宅の特徴（属性）を整理する

「物件の特徴」と「物件の物的要因」に着目し、整理を行う（下表：整理イメージ）

都市部 地方部
【物件の特徴】

・賃貸用ではなく 個人住宅・賃貸用ではなく、個人住宅

・空き家と空き家所有者の現住居が近い

【物件の物的要因】

・接道条件が悪い

・最寄駅までの距離が遠い

空き家継続期 が

一戸建て

・空き家継続期間が長い

【物件の特徴】

・賃貸用

・空き家と空き家所有者の現住居が遠い

【物件の物的要因】
共同住宅
（長屋建て）

・居室数が少ない物件

・空き家継続期間は短い

・専門管理業者によって管理

（長屋建て）

その他

表中に記入する項目（案）
【物件の特徴】 【物件の物的要因】
・住宅の種類（二次的住宅、賃貸用住宅、売却用住宅等） ・接道条件
・空き家所有者の現住所 ・立地場所（最寄駅までの距離）
・その他 ・管理の状態
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その他 管理の状態
・設備の水準
・その他



空き家の発生要因イメージ（今後の議論等を踏まえて整理）

１世帯で複数の住宅を所 従前住宅・買い増し先が

住替え 売却したいが売れない

１世帯で複数の住宅を所
有するシチュエーション

従前住宅 買い増し先が
空家となる背景

立地の要因
o 都市部にあるが駅から離れている

o 地方 郊外立地である 等

住宅仕様の要因

o 地方、郊外立地である 等

o 規模が大きすぎる

o 間取りが使いづらい

o 住宅設備機器のスペックが悪い 等

一時的な転居

賃貸したいが借り手がつか

ない

住宅のコンディションの要因

マーケティングの要因

o メンテナンスがされていない

o 老朽化している 等

売却したくない

o 売却価格、家賃が相場に見あっていない

o 広告宣伝力が弱い 等

・・・・・・愛着がある、何時かは戻りたい

賃貸したくない

・・・・・・他人に貸すことへの抵抗感
・・・・・・貸すと戻ってこないのでは？

買い増し、セカン
ドハウス購入

賃貸したくない 貸すと戻ってこないのでは？
などの不安感

・・・・・・定期・不定期で利用している
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相続 なんとなく放置 ・・・・・・活用の仕方がわからない


